
 

 

令和元年度第１５回 地域連携推進機構運営会議 議事次第 

 

日 時：令和元年１２月９日（月） １０：００～１２：００ 

場 所：本部管理棟 ２階 第二会議室 

 

【議題】  

＜審議事項＞ 資料番号 

１ 地域連携推進機構体制の見直しについて 審議１ 

２ 教員選考について 審議２ 

３ 琉大未来共創フォーラムについて 審議３ 

４ 国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程の一部改正について（再審議） 審議４ 

５ 公開授業の追加について 審議５ 

６ その他  

＜報告事項＞  

１ アグリビジネス創出フェア 2019での出展について 報告１ 

２ 新技術説明会での発表について 報告２ 

３ 各室･部門の当面の活動予定（主要事項）について 報告３ 

４ その他  

 

※参考資料 

・ 地域連携推進機構運営会議 委員名簿（令和元年１１月１１日時点）（参考資料１） 

 

※今後の日程（予定） 

・第１６回 …  １月２０日（月） １０：００～１２：００  於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・第１７回 …  ２月１０日（月） １０：００～１２：００  於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・第１８回 …  ３月 ９日（月） １０：００～１２：００  於：本部管理棟 ２階 第二会議室 
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令和元年度第１３回 地域連携推進機構運営会議 

 議事要旨（案） 

 

日 時: 令和元年１１月１５日（金） １５：００～１６：１５ 

場 所: 大学本部棟２階 第二会議室 

出席者: 牛窪 潔（機構長）、竹村 明洋（副機構長 兼 産学官連携部門長）、背戸 博史（地域連携企画室

長 兼 生涯学習推進部門長）、島袋 亮道（地域連携企画室 特命准教授）、小島 肇（地域連携企

画室 特命准教授）、柴田 聡史（生涯学習推進部門 准教授）、眞榮平 孝裕（産学官連携部門 教

授(併任)）、新田 早苗（総合企画戦略部長）、金城 徹（総合企画戦略部 地域連携推進課長） 

欠席者：畑中 寛（地域連携企画室 特命准教授）、瀬名波 出（産学官連携部門 教授(併任)） 

陪席者：嘉目 克彦（監事）、富永 千尋（研究企画室 特命教授）、崎山 英樹（課長代理(併)企画係長）、

與儀 あゆみ（産学連携推進係長）、赤嶺 雅哉（地域連携推進係長）金城 まなみ（企画係主任）、

田頭 明子（地域連携推進係主任）、宮平 知佳子（地域連携推進係員）、天願 翔太（産学連携推

進係員）、照喜名 佑悟（企画係員） 

 

※審議に先立ち、１０月１８日開催の令和元年度第１２回運営会議議事要旨（案）について確認があり、

了承された。 

 

＜審議事項＞ 

議長から、次の５件の事項における機構の今後の対応について審議を行う旨提案があり、各担当か

ら説明の上、審議を行った。 

 

１．第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」の作成等について 

金城課長から、資料（審議１）に基づき、第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」

の作成等について説明があった。審議の結果、事務原案について運営会議委員からの意見を出して頂

き、その後内容確認のメール会議を行うことが了承された。 

 

２．重点施策推進経費事業「沖縄の亜熱帯・島嶼型の資源を基に更なる共同研究を誘致する活動の機能

強化事業」について 

島袋特命准教授から、資料（審議２）に基づき、重点施策推進経費事業について説明があった。審

議の結果、次回以降の運営会議で引き続き方向性等を審議していくことが了承された。 

 

３．商標「琉球大学ウコン」に係る方向性について 

竹村部門長から、資料（審議３）に基づき、商標「琉球大学ウコン」に係る方向性について説明が

あった。審議の結果、提案のとおり商標「琉球大学ウコン」を更新しないこと、また新品種が開発さ

れた場合はその都度検討することが了承された。 
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４．令和二年度公開講座の実施について 

  背戸部門長から、資料（審議４）に基づき、令和二年度公開講座の実施について説明があった。審

議の結果、提案のとおり了承された。 

 

５．令和二年度公開授業の運営について 

  背戸部門長から、資料（審議５）に基づき、令和二年度公開授業の運営について説明があった。審

議の結果、提案のとおり了承された。 

 

＜報告事項＞ 

議長から、次の４つの事項について機構の現状の認識と情報の共有を図るため、各担当から報告を

行うよう発言があった。 

 

１．「障害者の生涯学習支援活動」大臣表彰について 

  背戸部門長から、資料（報告１）に基づき、報告があった。１２月３日の大臣表彰式は風樹館館長

のご都合が合わないため欠席し、後日学長から館長へ表彰を行うこと、また学長記者懇談会にも情報

提供していることの報告があった。 

 

２．産学官連携部門ホームページ改修について 

竹村部門長から、資料（報告２）に基づき、報告があった。 

 

３．沖縄の産業まつりについて 

  竹村部門長から、資料（報告３）に基づき、報告があった。 

 

４．各室・部門の当面の活動予定（主要事項）について 

各室・部門から、資料（報告４）に基づき、それぞれ報告があった。 

 

５．その他 

  小島特命准教授から、琉大特色・地域創生特別講義Ⅲ （地域創生のための地域商品開発入門）がプ

ロフェッサーオブザイヤーに選定・表彰されたことの報告があった。 

 

  背戸室長から、沖縄県離島 ICT教育の在り方に関する検討会について報告があった。 
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令和元年度第１４回 地域連携推進機構運営会議（メール会議）  

議事要旨（案） 

 

日 時: 令和元年１１月２２日（金）（メール送信日）～１１月２６日（火）（意見等期限日） 

委 員: 牛窪 潔（機構長）、竹村 明洋（副機構長 兼 産学官連携部門長）、背戸 博史（地域連携企画

室長 兼 生涯学習推進部門長）、小島 肇（地域連携企画室 特命准教授）、島袋 亮道（地域連携

企画室 特命准教授）、畑中 寛（地域連携企画室 特命准教授）、柴田 聡史（生涯学習推進部門 

准教授）、瀬名波 出（産学官連携部門 教授(併任)）、眞榮平 孝裕（産学官連携部門 教授(併

任)）、新田 早苗（総合企画戦略部長）、金城 徹（総合企画戦略部 地域連携推進課長） 

 

 

 

＜審議事項＞ 

急を要する案件であることから、議長の提案により、次の事項についてメールにより審議を行った。 

 

１．第３期中期目標期間に係る「中期目標の達成状況報告書」の作成等について 

 

審議の結果、原案どおり了承された。 
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令和元年１１月 

学     長 

イノベーションの先導に向けた体制の見直しについて

１．背景 

本学は国立大学として、「産業界及び自治体との連携を強化し、地域との教

育研究両面における本格的な協働による社会のイノベーションを先導するこ

と」※が求められており、従来の地域連携推進機構及び研究推進機構の枠組み

を超えて取り組んでいく必要が生じている。 

①地域共創（人材育成）

地域共創という面では、イノベーションの創出を担う「人材」の輩出とその

仕組みの構築が重要 であり、職業教育訓練、リカレント教育、グローバル人

材教育、イノベーション教育、新しい生涯教育及び本年度まで実施してきたＣ

ＯＣ・ＣＯＣ＋を中軸とする社会と大学との接続教育を推進していく必要があ

る。 

これらの取組みを地域連携推進機構で一体的・効率的に推進するため、同機

構の部門制を解消して地域共創企画室に業務を集約化するとともに、新たな仕

組みとして「地域共創人材育成バンク」及び「開発実践専門部会」を設ける。 

②産学官連携（研究）

産学官連携という面では、運営費交付金の算定基礎となるＫＰＩに外部資金

獲得の要素が盛り込まれるなど、外部資金獲得力強化は大学にとって喫緊の課

題となっており、教員個人対企業による共同研究中心から転換し、組織対組織

による共同研究を推進する必要 がある。（別添参考資料参照） 

このため、現状の研究推進機構と地域連携推進機構に分散している産学・研

究に関する機能を集約化する。 

 なお、他大学においても研究推進と産学官連携に関する組織を統合し、分散

していた URA、産学官連携コーディネーター等の人材と機能を集約して、基礎

研究から産学連携までを一貫して支援できる体制への再編が進んできており、

例えば近年、九州地区においても、九州大学をはじめ、佐賀大学、長崎大学に

おいても同様の組織改編を行っている。 
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※『高等教育における国立大学の将来像（最終まとめ）』H30.1.26国立大学協会

２．基本的な方針（別図を参照） 

上記の背景を踏まえ、以下の組織再編を行う。 

（１）地域共創及び産学官連携において、研究推進機構及び地域連携推進機構が

円滑に連携して業務を実施することが重要であるため、その機能を持つ「琉

大イノベーションイニシアティブ（仮称）」を設置する。 

（２）「琉大イノベーションイニシアティブ（仮称）」は学長の下に置き、各機構

長、各副機構長、各企画室関係者らをメンバーとして組織する。 

（３）地域連携推進機構の下にある産学官連携を部門及び生涯学習推進部門を

廃止する。また、地域連携企画室を地域共創企画室に変更し、同室に機構の

業務（産学官連携を除く。）を集約化する。 

（４）研究推進機構へ地域連携推進機構の産学官連携業務を移管する。

（５）地域連携推進機構に地域共創の新たな仕組みとして「地域共創人材育成バ

ンク」及び「開発実践専門部会」を設ける。

（６）副理事・副学長（産学官連携担当）を副理事・副学長（地域・社会連携担

当）に変更する。 

（７）学長補佐（産学官連携担当）を新設し、研究推進機構の副機構長に充てる。 

（副機構長２名体制とする。） 

（８）地域連携推進機構地域共創企画室に専任教員を置く。

（９）研究推進機構研究企画室に専任教員を置く。

（10）事務体制については、必要に応じて見直す。

３．スケジュール 

（１）役員等懇談会において、上記の基本的な方針を報告し、学長決裁を行う。 

（２）企画経営戦略会議において、上記の基本的な方針を報告する。

（３）研究推進機構会議及び地域連携推進機構会議において、研究推進機構規程、

研究推進機構研究企画室規程及び地域連携推進機構規程の一部変更を審議

し、学長決裁を行う。（組織関係） 

（４）教育研究評議会及び役員会において、組織変更に伴う関連規程の一部変更

（産学官連携関係及び人事関係）を審議し、学長決裁を行う。 

（５）令和２年４月１日に新体制を発足する。
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研究企画室

新たな組織図

地域連携推進機構
機構長：地域・社会連携担当理事
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研究推進会議 地域連携推進会議

地域共創
企画室
地域連携
企画室

生
涯
学
習
推
進
部
門

産
学
官
連
携
部
門

イノベーションの先導に向けた体制の見直しについて

学 長

副機構長：
学長補佐
（研究担当）
＋学長補佐

（産学官連携担当）

副機構長：
地域・社会連携担当
産学官連携担当
副理事

専任教員
＋特命教員

地域連携推進協議会

（外部組織）
沖縄産学官協働人財育成円卓会議

開発実践専門部会

研究推進アドバイザー会議

地域共創人材バンク

（外部組織）
沖縄産学官イノベーション創出協議会

琉大イノベーション
イニシアティブ
（仮称）

発明審査委員会

起業支援委員会

利益相反マネジメント委員会
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研究企画室
（室長＝機構長）

研究推進会議
（全学会議）

研究推進機構
（機構長＝理事）

沖縄産学官イノベーション創出協議会

研究推進アドバイザー会議
（外部委員含む）

副機構長
（研究担当学長補佐、
産学官連携担当学長補佐）

琉球大学の研究の活性化と地域産業の振興発展への貢献

研究推進体制
の整備支援

研
究
・
事
業
化
計
画
の
提
案
、
契
約
交
渉

「
組
織
」
対
「
組
織
」
の
産
学
連
携
の
推
進

共
同
研
究
（
資
金
・
人
材
・
設
備
等
・
運
営
支
援
・
他
）

〇研究企画室（研究の活性化支援）
に「産学官連携業務」を移管

基盤的研究ならびに沖縄の地域特性を反映した特色ある研究の強化

「真理の探究」
「地域・国際社会への貢献」

企業間及び産学官の連携や交流を通じ
た、新たなビジネス・イノベーション
の創出を目的とした県内のものづくり
産業の振興

産学連携・
知的財産チーム

（研究開発の推進、知的
財産の保護と活用、

起業支援）

研究プロジェクト
の企画運営支援

研究者の
外部資金獲得支援
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基
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ー
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館
（
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館
）
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研
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ー

併任教員・学内連携等

共同研究による発明等に対する特許の出願
支援、及びそれら知的財産を活用した製品
開発とベンチャー起業の育成支援

発明審査委員会 起業支援委員会

７学部・
８研究科・
大学病院等
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地域共創企画室
（室長＝機構長）

地域連携推進会議
（全学会議）

地域連携推進機構
（機構長＝理事）

沖縄産学官協働人財育成円卓会議

地域連携推進協議会
（外部委員含む）

地域共創人材バンク
（登録制）

＜学部等、学内教員、他の高等教育機関・産業界・自治体等からの専門人材、他＞

開発実践専門部会
（複数設置）

副機構長
（地域・社会連携担当副学長）

小・中・高校生、大学生と社会人も含めた学びの機会拡充と教育プログラム開発・実践

※「白文字」は専門部会の例

イノベーション
教育（デザイン・
シンキング、科学
教育、起業教育）

職業教育訓練
（VET：ビジネス
スキルアップ）

グローバル人材
教育（外国語運用
能力、海外インタ
ーンシップ）

リカレント教育
（専門職養成・高
度化、初級地域公
共政策士）

新しい生涯学習
教育（自治体向け
課題解決講座）

多
様
な
大
学
資
源

✕

産
学
官
金
・
地
域
が
持
つ
資
源

（
琉
大
ブ
ラ
ン
ド
の
確
立
）

地
域
貢
献
大
学
と
し
て
の
機
能
強
化

島
嶼
地
域
を
カ
バ
ー
す
る
教
育
拠
点
の
構
築

〇地域と大学を繋ぐ総合的なワンストップ
窓口（他の機構や学部等の組織への繋ぎ）
〇教育環境及び教育サービスの創出・提供・
定着（企画・実施、自走化までを総合調整）

産学官金・地域との協働で
「教育環境及び教育サービスの創出・提供・定着」の拠点を創出

「行動するシンクタンク」
沖縄21世紀ビジョンの実現に資する、
産学官金と協働した地域人財の設定、
人財輩出のために必要な連携体制＆
支援に関するプラットフォーム

社会と大学の接
続教育（出口一体
型、地域志向教育）

バンクに登録している学内外の人材が、専門部会を
舞台に、地域の求める人財輩出のための仕組みづく
りへの参画、教育プログラムの開発・実践を担当
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構規則 

  平成２８年２月２３日 

制        定 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人琉球大学組織規則第１６条第２項の規定に基づき，国

立大学法人琉球大学地域連携推進機構(以下｢機構｣という。）の組織及び運営に関し必要

な事項を定める。 

（目的） 

第２条 機構は，国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）における地域連携，

産学官連携及び生涯学習推進に関わる戦略を全学的かつ一体的な観点から確立し，地域

社会における人材の育成，産業振興に貢献するとともに地域連携の諸活動を通して本法

人における教育研究活動の活性化を図ることを目的とする。 

（部門等） 

第３条 前条の目的を達成するため，機構に次の室，部門，系及びセンターを置く。 

(1) 地域連携企画室

(2) 産学官連携部門

ア 研究開発支援系

イ 知的財産系

ウ 起業支援系

(3) 生涯学習推進部門

ア 社会教育系

イ 地域志向教育系

２ 前項１号の地域連携企画室に交流人材センターを置く。 

３ 交流人材センターに関し必要な事項は，別に定める。 

 （業務） 

第４条 機構においては，次に掲げる業務を行う。 

(1) 地域連携企画室

ア 機構全体の統括，方向性に関すること。

イ 機構内の組織間の協働体制の構築に関すること。

ウ 機構とグローバル教育支援機構，研究推進機構及び学部・研究科等との協働体制の

構築に関すること。

エ 機構と産学官をはじめとする多様な組織との協働体制の構築に関すること。

オ 学内外への地域連携に係る広報戦略策定と実施に関すること。

カ 産学官民からの協力要請及び要望等に関する総合窓口に関すること。

(2) 産学官連携部門

ア 民間機関等との共同研究，受託研究その他研究開発の支援に関すること。

イ 民間機関等の技術者及び学生等への技術教育の実施及び援助に関すること。

ウ 知的財産の創生，内容評価，特許出願，管理及び活用に関すること。

エ 知的財産の契約及び係争に関すること。

オ 知的財産の補償，表彰及び啓発普及に関すること。

カ 知的財産の技術移転に関すること。

キ 知的財産及びノウハウを活用した大学発ベンチャーの起業支援に関すること。

ク その他産学官連携の推進に関すること。
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(3) 生涯学習推進部門

ア 生涯学習体系に資する教育・研究に関すること。

イ 公開講座及び公開授業の計画・実施の支援に関すること。

ウ 本法人が有する生涯学習に資する機能の開放に関すること。

エ 地域志向教育の推進に関すること。

オ 地域人材の育成に関すること。

カ 他の教育機関及び地域の生涯学習機関等との連携・協力に関すること。

キ その他生涯学習に関すること。

（組織） 

第５条 機構に，次の各号に掲げる職員を置く。 

(1) 機構長

(2) 副機構長

(3) 室長

(4) 部門長

(5) 専任教員

(6) 特命教員

(7) 併任教員

(8) コーディネーター

(9) その他の職員

（機構長) 

第６条 機構に，機構長を置き，地域連携を担当する理事をもって充てる。 

２ 機構長は，機構の業務を掌理し，統括する。 

（副機構長） 

第７条 副機構長は，機構長の職を補佐するとともに，機構長に事故があるとき又は欠け 

たときは，その職務を代行する。 

２ 副機構長は，本法人の副理事又は教員の中から機構長の推薦に基づき，学長が任命す

る。 

３ 副機構長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし欠員が生じた場合の後任者の任 

期は，前任者の残任期間とする。 

（室長） 

第８条 室長は，当該室の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 室長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 室長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，室長に欠員が生じた場合の後任 

者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（部門長） 

第９条 部門長は，当該部門の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 部門長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 部門長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，部門長に欠員が生じた場合の 

後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（地域連携推進会議） 

第１０条 機構の運営並びに全学の地域貢献及び地域連携等に関する事項を審議するた

め，地域連携推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 
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２ 推進会議に関し必要な事項は，別に定める。 

（地域連携推進協議会） 

第１１条 機構に対する評価・助言等を行うため，地域連携推進協議会を置く。 

２ 地域連携推進協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

（運営会議） 

第１２条 機構の運営に関わる基本方針の策定を行うため，地域連携推進機構運営会議（以 

下「運営会議」という。）を置く。 

（審議事項） 

第１３条 運営会議は，次に掲げる事項の基本方針の策定について審議する。 

(1) 機構の管理運営に関すること。

(2) 機構の教員人事（教員選考に係る部分を除く。）に関すること。

(3) 機構の事業計画に関すること。

(4) その他機構に関すること。

 （運営会議の組織）  

第１４条 運営会議は，次に掲げる委員で構成する。 

(1) 機構長

(2) 副機構長

(3) 室長

(4) 部門長

(5) 専任教員

(6) 特命教員

(7) 機構長が指名する併任教員 若干人

(8) コーディネーター

(9) 総合企画戦略部長

(10)地域連携推進課長

(11)その他機構長が必要と認めた者

２ 前項第７号及び第１１号の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が

生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（議長） 

第１５条 運営会議に議長を置き，機構長をもって充てる。 

２ 議長は運営会議を招集し，主宰する。 

３ 議長に事故があるとき又は欠けたときは，副機構長がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１６条 運営会議は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 議決を要する事項については，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の 

決するところによる。 

３ 議長が必要と認めるときは，委員以外の者を運営会議に出席させ，意見を聴くこと 

ができる。 

（専門委員会） 

第１７条 機構に専門的事項を審議するため，専門委員会を置くことができる。 
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（事務） 

第１８条 機構に関する事務は，総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 

（雑則） 

第１９条 この規則に定めるもののほか，機構の運営に関し必要な事項は，推進会議の承

認を得て機構長が別に定める。 

（改廃）  

第２０条  この規則の改廃は，推進会議の議を経て学長が行う。 

附 則 

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 琉球大学産学官連携推進規則（平成２０年４月２２日制定）は，廃止する。 

３ 琉球大学生涯学習教育研究センター規則（平成９年３月２５日制定）は，廃止する。 

４ 琉球大学地域貢献推進委員会規程（平成１４年６月２５日制定）は，廃止する。 

附 則（平成３０年３月３０日） 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。 

審議１| 10 / 10 14 / 58



琉球大学地域連携推進機構教員選考内規 

 平成２８年６月１５日 

 制 定 

  （趣旨） 

第１条 琉球大学地域連携推進機構（以下「機構」という。）の専任教員（以下「教員」とい

う。）の選考については，国立大学法人琉球大学教員選考基準（平成１６年４月１日制定。

以下「選考基準」という。），国立大学法人琉球大学教員選考通則（平成２７年３月４日制

定。以下「選考通則」という。）及び施設等の管理運営の在り方について（平成１７年１１

月２２日教育研究評議会了承）に定めるもののほか，この内規の定めるところによる。 

  （教員選考の原則） 

第２条 教員の選考は，本学及び機構の理念・目標・将来構想に沿って行うものとする。 

２ 教員の選考は，原則として公募（昇任を除く。）により行うものとする。 

３ 教員の選考に当たっては，女性，外国人及び実務経験者の採用等の促進を図ることを考慮

するものとする。 

  （採用等人事の発議） 

第３条 機構長は，機構の部門長からの申出を受け，採用又は昇任人事（以下「採用等人事」

という。）の必要があると判断した場合は，地域国際連携を担当する理事（以下「担当理事」

という。）と調整の上，選考通則第３条第１項の規定に基づき，教員採用（昇任）人事申出

書を学長へ提出しなければならない。  

（教員選考調書作成委員会） 

第４条 機構長は，学長から採用等人事の開始決定の通知があったときは，担当理事と調整の

上，選考通則第６条に定める当該採用等人事に係る教員選考調書作成委員会（以下「教員選

考委員会」という。）を設置しなければならない。 

２ 教員選考委員会は，次の各号に掲げる者のうちから，機構長が指名する教授５名をもって

組織する。ただし，機構長が必要と認めるときは，教授の職にある者に代わって２名まで准

教授の職にある者を委員とすることができる。 

(1) 副機構長

(2) 機構の地域連携企画室長

(3) 機構の部門長

(4) 機構の専任教員

(5) 機構以外の関連分野の専任教員

（委員長） 

第５条 教員選考委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選により選出された委員をもって充てる。 

３  委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

  （会議） 

第６条  教員選考委員会は，委員の３分の２以上の出席がなければ会議を開くことができな

い。 
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２ 教員選考委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め意見を聴くこ

とができる。 

 （公募要項の作成） 

第７条 教員選考委員会は，当該採用人事に係る公募要項を作成し，機構長へ提出しなければ

ならない。 

２ 機構長は，前項の規定に基づき公募要項の提出があったときは，担当理事と調整の上，学

長へ申請し承認を得なければならない。 

３ 担当理事は，前項に基づく調整に当たっては，機構運営の総合的な判断により行うものと

する。 

 （教育研究業績等の審査） 

第８条  機構長は，選考通則第８条の規定に基づき，学長から当該採用候補者について教育研

究業績等の審査を付託された場合は，担当理事へ報告するとともに，教員選考委員会に教育

研究業績等の審査を依頼するものとする。 

２ 教員選考委員会は，採用候補者又は昇任候補者（以下「採用等候補者」という。）につい

て教育研究業績等の審査を行うとともに，その審査結果に基づき，教員選考調書を作成しな

ければならない。 

３ 前項の教育研究業績等の審査に当たっては，選考基準によるもののほか，研究面のみなら

ず，教育等の担当者として求められる資質についても考慮するものとする（必要に応じ，当

該分野の実務経験を含む）。また，教育研究業績等の審査に当たり，男女を問わず，出産・

育児・介護等に従事した期間がある場合は，これを配慮することができる。 

４ 教員選考委員会は，出席委員の３分の２以上の同意により採用等候補者を選考するものと

する。 

 （選考経過の報告） 

第９条  教員選考委員会は，前条の審査結果に基づき採用候補者について教員選考調書及び履

歴書等を添えて，機構長へ報告しなければならない。 

２ 機構長は，前項の報告を受けたときは，機構運営の総合的な判断により適正に選考が行

われたと判断した場合には，担当理事と調整し，採用等候補者を決定する。 

 （採用等候補者の推薦） 

第１０条 機構長は，選考通則第９条の規定に基づき，前条により決定された採用等候補者に

ついて教員選考調書及び履歴書等を添えて，学長へ推薦するものとする。 

 （教員選考委員会等への報告） 

第１１条 機構長は，選考通則第１０条第４項の規定に基づき，学長から採用等候補者の決定

通知があった場合は，担当理事及び教員選考委員会へ報告するものとする。 

２ 機構長は，選考通則第１１条の規定に基づき，学長から採用等候補者の差戻しがあった場

合は，教員選考委員会へ報告し，担当理事と調整を行うものとする。 

３ 機構長は，前項の調整を踏まえ，採用等候補者の取扱いについて学長と協議し，その結果

を担当理事及び教員選考委員会へ報告するものとする。 

（事務） 

第１２条 教員選考に関する事務は，総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 

審議２ | 2 / 3 16 / 58



（雑則） 

第１３条 この内規に定めるもののほか，教員の教育研究業績等の審査等に関する必要な事項

は，地域連携推進機構運営会議の議を経て，機構長が別に定める。 

附  則 

１ この規程は，平成２８年６月１５日から施行し，平成２８年４月１日から適用する。 

２ 琉球大学産学官連携推進機構教員選考内規（平成２５年３月２７日制定），琉球大学生涯

学習教育研究センター教員選考内規（平成１９年５月２８日制定），琉球大学産学官連携推

進機構教員選考内規に関する申合せ（平成２５年３月２７日制定）及び琉球大学生涯学習教

育研究センター教員選考内規に関する申合せ（平成１９年５月２８日制定）は，廃止する。 
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教
︶

学
⻑
あ
い
さ
つ

︻
第
⼀
部
︼
基
調
講
演

⾸
⾥
城
と
は

講
演
１

⻄
村
貞
雄
︵
琉
球
⼤
学
名
誉
教
授
︶

講
演
２

當
眞
嗣
⼀
︵
前
沖
縄
考
古
学
会
会
⻑
︶

―

休
憩―

︻
第
⼆
部
︼
パ
ネ
リ
ス
ト
講
演

⾸
⾥
城
と
沖
縄

藤
井
恵
介
︵
東
京
⼤
学
名
誉
教
授
︶

⽥
名
真
之
︵
沖
縄
県
⽴
博
物
館
・
美
術
館
館
⻑
︶

下
地
芳
郎
︵
⼀
般
財
団
法
⼈
沖
縄
観
光
コ
ン
ベ
ン
シ
ἂ
ン
ビ
ἁ
ổ
ロ
ổ
会
⻑
︶

堤
純
⼀
郎
︵
琉
球
⼤
学
⼯
学
部
教
授
︶

―

休
憩―

︻
第
三
部
︼
総
合
討
論

⾸
⾥
城
再
興
に
向
け
て

フ
Ỻ
シ
リ
テ
ổ
タ
ổ
⽇
⽊
暮
⼀
啓
︵
琉
球
⼤
学
理
事
︶

▶「琉⼤21世紀フォーラム」は第100回の開催をもちまして、名称を「琉⼤未来共創フォーラム」に変更しました

―

学
術
に
で
き
る
こ
と
は
何
か

首
里
城
再
興
緊
急
学
術
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

（1F）

場
所
⽇
沖
縄
県
⽴
博
物
館
・
美
術
館
博
物
館
講
座
室

参加無料
※定員100名

（事前申込制・先着順）
※定員に余裕がある場合、
当⽇参加が可能です。

13:

35―
14:

40

14:

50―

15:
55

16:

15―

17:

00

下記ＱＲコードからでも
お申込いただけます。

令
和

元
年

内容に関するお問い合わせ：研究推進機構研究企画室（富永）098-895-8479（代表）

お申込みに関するお問い合わせ：琉球⼤学 総合企画戦略部 地域連携推進課 企画係
【事前申込 12/20（⾦）17:00まで】 TEL：098-895-8997・8998 FAX：098-895-8185 Email：chikikaku@acs.u-ryukyu.ac.jp
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氏名 ご職業・所属先

1

2

3

4

5

6

「⾸⾥城再興緊急学術シンポジウム」 参加申込書

当⽇受付にて混雑を避けるため、事前申込みにご協⼒ください。
ご参加予定の⽅の⽒名、ご職業・所属先をご記載の上、１２⽉２０⽇（⾦）１７：００までに
申込フォーム（表⾯QRコード）、ＦＡＸもしくはメール（chikikaku@acs.u-ryukyu.ac.jpあて）にてお
申込みください。
【個⼈情報について】
本フォーラム申込み等で取得した個⼈情報については、本学の個⼈情報管理規則に基づき適切に管理し、本
フォーラムの参加者への案内・運営以外の⽬的には使⽤いたしません。

第２回 琉⼤未来共創フォーラム
ACCESS MAP 沖縄県⽴博物館・美術館

バスをご利⽤の場合

モノレールをご利⽤の場合

⾞・タクシーをご利⽤の場合

地図
•那覇空港駅→おもろまち駅 19分
•おもろまち駅下⾞→徒歩 10分

那覇空港発
•99番線：おもろまち3丁⽬バス
停下⾞→徒歩 5分
•120番線：上之屋バス停下⾞→
徒歩 10分
市内線
•3・7・10番線：県⽴博物館前
バス停下⾞
•6番線：那覇メインプレイス
東⼝バス停下⾞→徒歩5分

那覇空港から約30分
駐⾞場（無料）
•⼀般駐⾞場：158台（うち⾝体
障がい者⽤4台）
•駐輪場：25台

所在地：沖縄県那覇市おもろまち3丁⽬1番1号
※駐⾞場の台数に限りがありますので、

なるべく公共交通機関をご利⽤ください
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第３回琉大未来共創フォーラム 開催予定について(案) 

 

 

講 師：津田塾大学 髙橋 裕子 学長 

 

テーマ：女性の高等教育の歴史、ダイバーシティ推進について、本学の学生・教

職員、一般の聴衆へ向けた講話。 

※ジェンダー協働推進室の教職員向けＦＤ・ＳＤ研修としても実施 

 

日 時：２０２０年２月１０日（月）３限～４限目の間 

 

場 所：共通教育棟１－１１８（１５０名収容） 
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国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程の一部改正に伴う新旧対照表（案） 
 

新 旧 

 

 

 

 

 

国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）にお

ける研究成果有体物の取扱いについて必要な事項を定め、もってその適正

な管理を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「研究成果有体物」とは、研究・教育の成果として、又は研究・教育を

行う過程において得られた材料、試料（試薬，微生物株、細胞株、ウイル

ス株、植物新品種、核酸、タンパク質、脂質、新素材、土壌、岩石、臨床

由来のヒト試料等）、実験動物、試作品、モデル品、実験装置等並びに各

種研究成果情報を記録した電子記録媒体及び紙記録媒体であって、学術

的価値、財産的価値その他の価値のあるもの（論文、講演その他の著作物

等に関するものを除く。）をいう。 

（２）～（５） （略） 

２ （略） 

 

 

 

 

 

国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）にお

ける研究成果有体物の取扱いについて必要な事項を定め、もってその適正

な管理を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「研究成果有体物」とは、研究・教育の成果として、又は研究・教育を

行う過程において得られた材料、試料（試薬，微生物株、細胞株、ウイ

ルス株、植物新品種、核酸、タンパク質、脂質、新素材、土壌、岩石等）、

実験動物、試作品、モデル品、実験装置等並びに各種研究成果情報を記

録した電子記録媒体及び紙記録媒体であって、学術的価値、財産的価値

その他の価値のあるもの（論文、講演その他の著作物等に関するものを

除く。）をいう。 

（２）～（５） （略） 

２ （略） 

（改正理由） 
ヒト試料のうち、関係規定に基づき学長の承認を得て行われた研究にお

いて取得したものについては、外部提供が行えるよう、所要の改正を行う。 
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第３条～第５条 （略） 

 （提供の決定） 

第６条 学長は、前条の申出を受理したときは、国立大学法人琉球大学発明

審査委員会（以下「発明審査委員会」という。）に研究成果有体物の提供に

関する事項を諮問し、その報告に基づき提供するか否かの決定をするもの

とする。 

２ 発明審査委員会は、研究成果有体物を外部機関に提供する行為又は当該

研究成果有体物が次の各号のいずれにも該当しないことを確認したうえで

学長へ報告するものとする。 

（１）法令及び本法人の規則等に違反するとき。 

（２）国又は本法人の定める倫理に違反するとき。 

（３）外部機関の研究者が作製したもので、他の外部機関に対する提供が禁

止されているとき。 

（４）個人の情報を特定することができるとき。 

（５）臨床由来のヒト試料であるとき（ただし、審査するのに相当な倫理審査

委員会において、ヒト試料の外部提供について学長の承認を得て行われ

た研究において取得したものを除く。）。 

３ （略） 

第７条～第１４条 （略） 

 （改廃） 

第１５条 この規程の改廃は、教育研究評議会の議を経て学長が行う。 

第３条～第５条 （略） 

 （提供の決定） 

第６条 学長は、前条の申出を受理したときは、国立大学法人琉球大学発明

審査委員会（以下「発明審査委員会」という。）に研究成果有体物の提供に

関する事項を諮問し、その報告に基づき提供するか否かの決定をするもの

とする。 

２ 発明審査委員会は、研究成果有体物を外部機関に提供する行為又は当該

研究成果有体物が次の各号のいずれにも該当しないことを確認したうえ

で学長へ報告するものとする。 

（１）法令及び本法人の規則等に違反するとき。 

（２）国又は本法人の定める倫理に違反するとき。 

（３）外部機関の研究者が作製したもので、他の外部機関に対する提供が禁

止されているとき。 

（４）個人の情報を特定することができるとき。 

（５）臨床由来のヒト試料であるとき。 

３ （略） 

第７条～第１４条 （略） 

（改廃） 

第１５条 この規程の改廃は、教育研究評議会の議を経て学長が行う。 
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附 則（令和 年 月 日） 

この規程は、令和 年 月 日から施行する。 
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国立大学法人琉球大学研究成果有体物取扱規程 

 

平成２３年３月２９日 

制       定 

  

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）における研究成果

有体物の取扱いについて必要な事項を定め、もってその適正な管理を図ることを目的と

する。 

 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1)「研究成果有体物」とは、研究・教育の成果として、又は研究・教育を行う過程におい

て得られた材料、試料（試薬、微生物株、細胞株、ウイルス株、植物新品種、核酸、タン

パク質、脂質、新素材、土壌、岩石、臨床由来のヒト試料等）、実験動物、試作品、モデ

ル品、実験装置等並びに各種研究成果情報を記録した電子記録媒体及び紙記録媒体であ

って、学術的価値、財産的価値その他の価値のあるもの（論文、講演その他の著作物等に

関するものを除く。）をいう。 

(2)「職員等」とは、国立大学法人琉球大学職務発明等規程第２条第４号に規定する職員等

をいう。 

(3)「部局長」とは、教育研究等組織の長をいう。 

(4)「作製」とは、研究成果有体物の創作、抽出又は取得をいう。 

(5)「提供」とは、研究成果有体物を有償又は無償で外部機関において使用させるために譲

渡又は貸与することをいう。ただし、分析依頼のための提供及び特許出願のための生物寄

託を除く。 

２ この規程において、研究成果有体物が増殖・繁殖可能なものである場合には、その子孫・

増殖物も研究成果有体物とみなす。 

 

（帰属） 

第３条 研究成果有体物は、別段の定めがある場合を除き、原則、本法人に帰属する。 

 

（管理） 

第４条 職員等は、研究成果有体物を作製したときは、適正に管理しなければならない。 

２ 職員等は、転退職し、又は在籍関係を終了した時に、部局長の許可なしに、職員等であ

った期間中に作製した研究成果有体物を持ち出してはならない。 

３ 職員等が転退職し、又は在籍関係を終了した場合で、部局長が認めたときは、当該研究

審議４ | 4 / 7 24 / 58



成果有体物を当該職員等に譲渡することができる。 

 

（提供の申出） 

第５条 職員等は、管理する研究成果有体物を有償、無償に拘わらず外部機関に提供しよう

とするときは、所属する部局等の長を経由して、学長に申し出なければならない。 

 

（提供の決定） 

第６条 学長は、前条の申出を受理したときは、国立大学法人琉球大学発明審査委員会（以

下「発明審査委員会」という。）に研究成果有体物の提供に関する事項を諮問し、その報

告に基づき提供するか否かの決定をするものとする。 

２ 発明審査委員会は、研究成果有体物を外部機関に提供する行為又は当該研究成果有体物

が次の各号のいずれにも該当しないことを確認したうえで学長へ報告するものとする。 

(1) 法令及び本法人の規則等に違反するとき。 

(2) 国又は本法人の定める倫理に違反するとき。 

(3) 外部機関の研究者が作製したもので、他の外部機関に対する提供が禁止されている

とき。 

(4) 個人の情報を特定することができるとき。 

(5) 臨床由来のヒト試料であるとき（ただし、審査するのに相当な倫理審査委員会におい

て、ヒト試料の外部提供について学長の承認を得て行われた研究において取得したも

のを除く。）。 

３ 学長は、第１項の規定により研究成果有体物の提供に関する決定を行ったときは、申出

の日から２ケ月以内に当該職員等に通知しなければならない。 

 

（学術・研究開発を目的とする提供） 

第７条 学長は、学術・研究開発を目的とする研究成果有体物を提供する場合は、提供先と

の間で研究成果有体物の提供に関する契約を締結した後、研究成果有体物を提供先に無

償で提供することができる。ただし、必要に応じ、提供に要する実費を請求することがで

きるものとする。 

 

（産業利用・収益事業等を目的とする提供） 

第８条 学長は、産業利用・収益事業を目的とする研究成果有体物を提供する場合及び前条

の目的以外を目的とする研究成果有体物を提供する場合、提供先との間で研究成果有体

物の有償提供に関する契約を締結した後、研究成果有体物を提供先に有償で提供するこ

とができる。 

 

（補償） 
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第９条 本法人は、研究成果有体物の提供により収入を得たときは、当該職員等に対して研

究成果有体物提供補償金（以下「提供補償金」という。）を支払うものとする。 

２ 研究成果有体物を作製した職員等が複数ある場合の当該提供補償金は、当該職員等の間

における研究成果有体物の作製に対する関与の程度に応じ、これを分配する。 

３ 国立大学法人琉球大学職務発明等に対する補償金の支払要項第３条は、第１項規定によ

る提供補償金の支払いに準用する。この場合において、「補償金」とあるのは「提供補償

金」と、「発明者」とあるのは「作製者」と読み替えるものとする。 

 

（外部機関等からの研究成果有体物の受入） 

第１０条 職員等は、外部機関等から当該外部機関の研究成果としての有体物（以下「外部

研究成果有体物」という。）の提供を受けることができる。この場合、職員等は、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 外部研究成果有体物の提供を受ける際に、当該外部機関又は当該外部機関の研究に

関与する者の書面による同意を得ることとし、相当の期間、当該書面を保管すること。 

(2) 外部研究成果有体物の提供を受けることが、法令及び本法人の規則等に抵触しない

ことを確認すること。 

(3) 提供を受ける外部研究成果有体物の取扱いに関する条件があるときは、文書をもっ

てこれを確認すること。 

(4) 提供を受ける外部研究成果有体物の取扱いに関し、前号の条件があるときは、これを

履行すること。 

 

（守秘義務） 

第１１条 職員等は、研究成果有体物に関して、既に公表されたもの、公表することが認

められたもの及び契約等において開示することが認められたものを除き、必要な期間、

それらの秘密を守らなければならない。 

２ 外部機関等から提供を受けた外部研究成果有体物についても前項同様とする。 

３ 前項及び第１項の規定は、職員等が転退職し、又は在籍関係を終了した後も適用する

ものとする。 

 

（研究成果有体物に関するデータ等の取扱い） 

第１２条 研究成果有体物に関するデータ等の情報の取扱いについては、第５条から前

条までの規定を準用する。 

 

（庶務） 

第１３条 この規程に定める庶務は、総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 
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（雑則） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、研究成果有体物の取扱いに関し必要な事項は、

学長の承認を得て地域連携推進機構長が別に定める。 

 

（改廃） 

第１５条 この規程の改廃は、教育研究評議会の議を経て学長が行う。 

 

 

附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年８月２８日） 

この規程は、平成２６年８月２８日から施行し、平成２６年７月１日から適用する。 

附 則（平成２７年６月２３日） 

この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（平成２８年７月１１日） 

この規程は、平成２８年７月１１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年３月３０日） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和 年 月 日） 

この規程は、令和 年 月 日から施行する。 
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国際地域創造学部

スパマネジメント論（観光203）

２単位

荒川雅志（教授）

1月　11日、12日、13日

（3日間集中講義　１～5限目）

文系講義棟201教室

50人

別途記載

平 成 3 1 年 度 琉 球 大 学 公 開 授 業 計 画 書

学 部 ・ 学 科

授 業 科 目 名

（ 科 目 番 号 ）

担 当 教 員 名

（ 職 名 ）

初 回 開 講 日

授 業 時 間

開 催 会 場

（ 教 室 ）

受 講 人 員

（ ５ ～ １ ０ 名 以 内 ）

授業内容（冊子印刷の関係により 1 0 0文字以内でお願いします）

別紙１

（ 曜 日 ・ 時 限 ）

単 位 数

受講者への連絡方法

備 考

12月6日　生涯学習部門会議　了承
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リンク⽤ページ 印刷⽤ページ

 科⽬番号

T402 

 開講年度  期間  曜⽇時限  開講学部等

2019 後学期 集中 観光産業科学部観光科学科  

 講義コード  科⽬名[英⽂名]  単位数

901080002 スパマネジメント論  2 

 担当教員[ローマ字表記]

荒川 雅志 

 授業の形態

講義、演習⼜は実験

 

 アクティブラーニング

学⽣が議論する、学⽣が⾃⾝の考えを発表する、フィールドワークなど学⽣が体験的に学ぶ、学⽣が⽂献や資料を調べる

 

 授業内容と⽅法

グローバルウェルネスインスティチュートによる全世界のスパ市場は2017年で12兆円に達している。ストレス社会の到来による健康、
癒しブームを背景に、我が国においてもスパ産業が活性化し、都⼼部の⾼級ホテルスパの急増や、温泉、海洋深層⽔等の⾃然資源を活か
したリゾートスパが全国で⾒られるようになった。観光⽴県沖縄でもこれまでエステティック・スパ、ウェルネス産業の振興に関連する
多くの研究会、協議会等による多くのプロジェクトが検討、実施されている。沖縄の主要産業である観光産業を⽀える癒し産業としてエ
ステ・スパをとらえ、次代の観光を⾒据えた沖縄らしいエステ・スパのあり⽅を検討しブランド化を図ってきているなか、沖縄の地でこ
の⽇本初のスパに関する⼤学講義が⽇本で初めて開講される意義は⼤きい。
 本講は学⽣はもとより広く⼀般も対象とした公開授業とし、学⽣にとっては成⻑著しい次代の産業スパの基本的理解を図り、スパマネ
ージャークラスにとっても有益なマーケティング、マネジメント理論、沖縄で学ぶ特徴に観光政策論等を含む実践的講義をオムニバス形
式で提供する。＊本授業は⽇本のトップスパを決める「クリスタルアワード2015」（スパ＆ウェルネスジャパン、(株)コンセプトアジア
共催）において⾰新的取組みに贈られる「イノベーション賞」を受賞。2016年スパ＆ウェルネスジャパン東京ビックサイトでは⽇本のト
ップスパ100⼈会議に特別講座として当授業における学⽣グループワーク優秀作品が紹介された。

 

 URGCC学習教育⽬標

⾃律性、社会性、地域・国際性、コミュニケーション・スキル、情報リテラシー、問題解決⼒、専⾨性

 

 達成⽬標

スパ産業に関する基本的理解を得る。⽇本と世界の現状を知る、健康と美と次世代ライフスタイル市場動向を理解する【⾃律性】【情報
リテラシー】
スパ産業と観光産業の関わりを学ぶ【専⾨性】【社会性】
現場運営に役⽴つ実践理論や事例を学ぶ【問題解決⼒】【コミュニケーションスキル】
地域資源素材を活かして国際的市場の視点にたったスパメニューの提案ができる【地域・国際性】

 

 評価基準と評価⽅法

全⽇程に参加した者を評価の対象とする。講義および演習への積極的参加態度（50％）、最終レポート（50％）を総合して評価する。
90点以上＝A、80〜89点＝B、70〜79点＝C、60〜69点＝D、59点以下＝F。
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 履修条件

本授業は広く⼀般への公開授業として
⼤学⽣および留学⽣︓2018年11⽉末までに観光科学科ウェブサイト掲⽰版 http://www.tourism.u-ryukyu.ac.jp/に履修登録の案内を
掲載
社会⼈︓⽇本スパ振興協会ホームページ http://www.n-spa.org/に受講申し込み案内を掲載

 

 授業計画

■開講⽇程︓未定＊例年2019年2⽉か3⽉の週末⾦⼟⽇の3⽇間集中講義

■全15回オムニバス形式
講義内容講師は⼀部未定（2015年度の例を以下に掲載）
第1回︓スパ概論、スパの基礎知識と⽇本のスパ市場      岡⽥友悟 ⽇本スパ振興協会理事⻑
第2回︓最新のホテルマーケット               伊達（森）美和⼦ 森トラスト代表取締役社⻑
第3回︓観光振興論、沖縄観光政策論           下地芳郎 琉球⼤学観光産業科学部教授・学⻑補佐
第4回︓スパのデザインと環境設定           浜⽥幸康 P.D.S.アーキテクツ⼀級建築⼠事務所代表取締役
第5回︓スパエビデンス、ウェルネスツーリズム     荒川雅志  琉球⼤学観光産業科学部教授 
第6回︓ホテル分野を事例としたホスピタリティ経営について  上地恵⿓  琉球⼤学客員教授
第7回︓経営概論                  與那原建  琉球⼤学観光産業科学部経営学科教授
第8回︓ホテルスパにおけるファイナンス計画と事業戦略 相⾺順⼦  コンセプトアジア代表取締役
第9回︓スパ産業の世界的動向、世界の市場と分析      丸⼭智規  三井情報㈱総合研究所R&Dセンターコンサルタントリーダー
第10回︓スパとヘルスツーリズム、医療ツーリズム    荒川雅志  琉球⼤学観光産業科学部教授
第11回︓スパのメニュー／ヨガ・メディテーション ⽟城類 全⽶ヨガインストラクター
第12回︓グループセッション 理想のスパとは 
第13回︓⽇本のスパ＆ウエルネス産業
〜スパは「健康⻑寿」「インバウンド」の柱になるか︖〜 江渕 敦 ＵＢＭメディア株式会社⽉刊ダイエット＆ビューティー編集⻑
第14回︓スパビジネス事例  スパセットアップＦＳと⼈材育成、事業例 佐藤 健 沖縄県エステティック・スパ協同組合理事 ⽇本
スパカレッジ理事⻑
第15回︓グループワークセッション プレゼン発表とまとめ 

 

 事前学習

講義記載テーマについて事前に書籍、新聞、⽂献（メディア含む）にあたり概要を把握しておく。調べておいたものをファイリングし、
当⽇持参して授業に臨むこと（必修）

 

 事後学習

授業後と事前学習の内容を⽐べて新規キーワードやテーマがあれば再検索、再ファイリングするなどし⾃分の財産となる有益な資料とす
る（必修）

 

 教科書にかかわる情報

教科書
書名 ウェルネスツーリズム〜サードプレイスへの旅〜

ISBN 9784894792913
備考著者名 荒川雅志

出版社 フレグランスジャーナル社 出版年 2017 NCID

 

 教科書全体備考

 

 

 参考書にかかわる情報

 

 参考書全体備考

 

 

 使⽤⾔語

⽇本語
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 ページの先頭へ   

 メッセージ

 

 

 オフィスアワー

随時。メールにて予約をとってください。

 

 メールアドレス

h069475@tm.u-ryukyu.ac.jp

 

 URL

 

 

閉じる
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スパマネジメント論 開催⽇決定のご案内

2019年10⽉ 1⽇

会員各位

スパマネジメント論2019の開催⽇が決定致しましたのでご案内いたします。
スパ業界の第⼀線で活躍する講師陣で、国⽴⼤学法⼈のスパ実践講義を⾏います。
3⽇間の受講で、琉球⼤学発⾏の「修了証書」が授与されます。

 ⽇時︓2020年1⽉11⽇（⼟）〜1⽉13⽇（⽉） 3⽇間
 場所︓沖縄県 国⽴⼤学法⼈ 琉球⼤学 法⽂学部 キャンパス

詳細、お申込みについては、後⽇改めてご案内いたします。

--------------------------------------------------

東京都港区⾚坂6-18-11ストーリア⾚坂103

特定⾮営利法⼈⽇本スパ振興協会
TEL 03-5876-5042 FAX 03-5549-2562

e-mail: center@n-spa.org

スパマネジメント論2019 受講⽣
募集のご案内

スパマネジメント論 開催⽇決定の
ご案内

第23回スパアドバイザー検定のご
案内

「健康増進法の⼀部を改正する法
律」の⼀部規定の施⾏について

スパマネジメント論 受講⽣募集の
ご案内

2019年11⽉

2019年10⽉

2019年9⽉

2019年1⽉

2018年12⽉

2018年9⽉

2018年7⽉

2018年1⽉

2017年10⽉

2017年8⽉

2017年7⽉

2017年2⽉

2016年12⽉

2016年8⽉

2016年5⽉

2016年1⽉

2015年12⽉

2015年11⽉

2015年10⽉

2015年6⽉

2015年3⽉

2015年1⽉

2014年8⽉

2014年7⽉

2014年5⽉

2014年4⽉

2014年3⽉

2013年10⽉

2013年8⽉

2013年7⽉

2013年5⽉

2013年3⽉

2012年10⽉

2012年8⽉

2012年7⽉

2012年6⽉

2012年4⽉

2012年1⽉

2011年11⽉

2011年8⽉

TOP > ⽇本スパ振興協会からのお知らせ > スパマネジメント論 開催⽇決定のご案内

スパマネジメント論 開催⽇決定のご案内 - ⽇本スパ振興協... http://n-spa.org/nspa_news/2019/10/post-27.html
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スパマネジメント論2019 受講⽣募集のご案内

2019年11⽉14⽇

会員各位

＜スパマネジメント論 受講⽣募集のご案内＞

⽇本スパ振興協会よりスパマネジメント論2019の受講受付開始のご案内です。
スパ業界の第⼀線で活躍する講師陣で、国⽴⼤学法⼈のスパ実践講義を⾏います。
3⽇間の受講で、琉球⼤学発⾏の「修了証書」が授与されます。

 ⽇時︓2020年1⽉11⽇（⼟）〜1⽉13⽇（⽉） 3⽇間
 場所︓沖縄県 国⽴⼤学法⼈ 琉球⼤学 法⽂学部 キャンパス、他
  受講料︓33,000円（消費税込み）
       授業料、那覇市内－⼤学の送迎代、修了式（懇親会）費込
       ＊送迎の有無をお申し出ください。（送迎不要の⽅は27,500円（税込み））
       ＊那覇までの交通費、宿泊代は各⾃負担となります。

 ※講義内容は変更となる場合がありますのでご了承ください。

受講⽣募集資料 ⇒スパマネジメント講座のご案内.pdf

スパマネジメント論公開講座申込書 
 ⇒PDF 2019年度琉球⼤学公開授業受講 申込書.pdf

 ⇒Word 2019年度琉球⼤学公開授業受講 申込書.docx

スパマネジメント論2019 受講⽣
募集のご案内

スパマネジメント論 開催⽇決定の
ご案内

第23回スパアドバイザー検定のご
案内

「健康増進法の⼀部を改正する法
律」の⼀部規定の施⾏について

スパマネジメント論 受講⽣募集の
ご案内

2019年11⽉

2019年10⽉

2019年9⽉

2019年1⽉

2018年12⽉

2018年9⽉

2018年7⽉

2018年1⽉

2017年10⽉

2017年8⽉

2017年7⽉

2017年2⽉

2016年12⽉

2016年8⽉

2016年5⽉

2016年1⽉

2015年12⽉

2015年11⽉

2015年10⽉

2015年6⽉

2015年3⽉

2015年1⽉

2014年8⽉

2014年7⽉

2014年5⽉

2014年4⽉

2014年3⽉

2013年10⽉

2013年8⽉

2013年7⽉

2013年5⽉

2013年3⽉

2012年10⽉

2012年8⽉

2012年7⽉

2012年6⽉

2012年4⽉

2012年1⽉

2011年11⽉

2011年8⽉

TOP > ⽇本スパ振興協会からのお知らせ > スパマネジメント論2019 受講⽣募集のご案内

スパマネジメント論2019 受講⽣募集のご案内 - ⽇本スパ振... http://n-spa.org/nspa_news/2019/11/2019.html

2 / 3 2019/12/06 16:55
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琉球大学 スパマネジメント論 2019 受講のご案内 
～日本初、スパに特化した専門科目講義～ 

 
 

琉球大学スパマネジメント論は 2014 年 2 月の開始以来、今回で 7 回目を迎えます。この

講座は日本初のスパに特化した専門科目の講義で、学生と社会人が国立大学のキャンパスで

学ぶ３日間の集中講義です。2018 年 3 月は学生 18 名、社会人 10 名の 28 名で行われまし

た。 
国立大学法人琉球大学 観光産業科学部の正規授業で学生は単位取得、社会人受講生は大

学学長より修了証が授与されます。 
大学の教授による学術的授業、スパ実務家による最前線の実践事例、学生と社会人混合グ

ループによるグループワークとプレゼンテーション。次代のサービス産業従事者に求められ

る資質と準備を提供します。 
県内外を問わず、多くの方の参加をお待ちしております。 

 
記 

期 間 2020 年 1 月 11 日（土）～1 月 13 日（月） 
場 所 国立大学法人 琉球大学 法文学部 キャンパス、他 
参加費 33,000 円（消費税込み） 
    授業料、那覇市内－大学の送迎代、修了式（懇親会）費込 
    ＊送迎の有無をお申し出ください。送迎の必要ない方は 27,500 円になります 
    ＊那覇までの交通費、宿泊代は各自で負担になります 

 
＊詳細は随時ホームページにてご案内いたします。 

以上 
 2019 年 9 月 

 
 
 
 

特定非営利活動法人 日本スパ振興協会 
東京都港区赤坂 6-18-11-103 

電話 03-5876-5042 

 
 

詳細と申込書はホームページ www.n-spa.org 
お問い合わせはメールで center@n-spa.org 
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琉球大学キャンパス 

 
                             修了証書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
授業風景                 グループワーク 

  
 
 
 
 
 
 

 
【琉球大学 正規授業・公開授業『スパマネジメント論』2018 年度】 

 

  ＊2019 年度の授業内容や講師は変更する場合があります 
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平成 30 年度 琉球大学公開授業受講申込書 

スパマネジメント論 2018 

住所 

〒 

 

ふりがな  

氏名  

生年月日  

電話番号等 

（携帯電話） 

（自宅） 

（FAX） 

E-mail  

職業 勤務先名 

 勤務先電話番号 

 

№１ スパマネジメント論（平成 31 年 2 月 22 日～2 月 24 日）

  

FAX 03-5549-2562 日本スパ振興協会事務局 

 

 

以下大学記入欄 

 

受付日 受付担当 連絡 
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文系講義棟201教室

80人

別途記載

国際地域創造学部

ヘルスツーリズム論（観光201）

２単位

荒川雅志（教授）

2月　22日、23日、24日

（3日間集中講義　１～5限目）

平 成 3 1 年 度 琉 球 大 学 公 開 授 業 計 画 書

学 部 ・ 学 科

授 業 科 目 名

（ 科 目 番 号 ）

担 当 教 員 名

（ 職 名 ）

初 回 開 講 日

授 業 時 間

開 催 会 場

（ 教 室 ）

受 講 人 員

（ ５ ～ １ ０ 名 以 内 ）

授業内容（冊子印刷の関係により 1 0 0文字以内でお願いします）

別紙１

（ 曜 日 ・ 時 限 ）

単 位 数

受講者への連絡方法

備 考
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リンク⽤ページ 印刷⽤ページ

 科⽬番号

T111 

 開講年度  期間  曜⽇時限  開講学部等

2019 後学期 集中 観光産業科学部観光科学科  

 講義コード  科⽬名[英⽂名]  単位数

900251002 ヘルスツーリズム論  2 

 担当教員[ローマ字表記]

荒川 雅志 

 授業の形態

講義、演習⼜は実験

 

 アクティブラーニング

学⽣が議論する、学⽣が⾃⾝の考えを発表する、フィールドワークなど学⽣が体験的に学ぶ、学⽣が⽂献や資料を調べる

 

 授業内容と⽅法

本講義は「JTB総合研究所寄附講義ヘルスツーリズム論」となりました。
講義の特徴︓⽇本版ヘルスツーリズムの第⼀線で活動する産官学関係者が⼀堂に会して展開する座学とワークショップによる⽇本初の専
⾨集中講義

健康をテーマとしたヘルスツーリズムは、古くは巡礼の旅に遡ることができ、古代ローマの戦⼠達の傷や病気の治療、癒しに効果的な温
泉・温浴（スパ）が全⼟に建造されたことにも由来する古くも新しい観光形態である。我が国では近年、ニューツーリズムの提唱のもと
地域振興における新しい切り⼝として、また⽇本再興戦略における次世代ヘルスケアとして地域をテーマに地域資源を健康資源の視点か
ら再構成し、医療機関を含む異業種との新たな連携による健康コンテンツ開拓、ツアー開発が全国各地で実験的に試みられている。⼀
⽅、事業化に向けては効果訴求の期待に応えられる科学的根拠に基づくサービス提供の難しさ、薬事法に基づく品質表⽰のあり⽅、幅広
い健康状況に応じたメニュー待機、⾼度なヘルスコンシェルジュ的役割を担う⼈財の存在（不在）、これまでの観光にない新たな流通チ
ャンネルの開拓など多くの課題があることも指摘できる。近年、「健康経営」「働き⽅改⾰」など⽇本の国家政策に関連して、旅先での
集中的効果的な予防プログラムとなる「宿泊型保健指導」や、保養、リゾート×テクノロジーの「リゾテック」など、旅⾏と健康の分野
は連携が期待されている。
 本講義では、その歴史的経緯、対象領域、国内外の動向、ヘルスツーリズムを通した地域振興策の先進事例、課題等について学ぶとと
もに、実習や校外演習による体験的学びを多く構成し、健康を切り⼝とした新たな視点、企画提案⼒を養う。

 

 URGCC学習教育⽬標

⾃律性、社会性、地域・国際性、コミュニケーション・スキル、情報リテラシー、問題解決⼒、専⾨性

 

 達成⽬標

１）ヘルスツーリズムの概念、対象領域、国内外の動向を理解する【地域・国際性】【情報リテラシー】
２）ヘルスツーリズムの課題について説明できる【社会性】【専⾨性】
３）健康を切り⼝としたビジネスあるいは地域資源の活⽤策について企画提案ができる【⾃律性】【コミュニケーションスキル】【問題
解決⼒】

 

 評価基準と評価⽅法
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毎講義後に作成するリアクションペーパー（70％）、期末レポート（30％）の総合で評価する。
＊授業時間数の3分の1以上⽋席した者、⽋席届が提出されない者は不可とする。授業開始から10分経過までを遅刻とする。それ以降は⽋
席とする。遅刻2回で⽋席1回とする。
＊基本的マナーとして携帯電話の電源はオフにする。授業中の退出は必ず教員の許可を取って退出する。限度を超した私語はじめ授業の
妨害となる⾏為を認めた場合、退出とし⽋席扱いとする。
本講義で養う能⼒は以下の通りである。
[⾃律性]―毎回の講義で提⽰されるテーマに対して⾃分の意⾒や独⾃の考え⽅を展開できる。
[協調性]―グループワークを実施し、互いに協同しながら課題を完成することができる。
[価値思考性]―独⾃の考え⽅を思考する態度、提⽰する積極性を⾝につける。
[コミュニケーションスキル]―他者の意⾒、考えに素直に傾聴することができる。
[情報リテラシー]―⾃⾝の考えを導く際に必要かつ適切な情報、⼆次資料を効果的に収集、整理活⽤することができる。
[問題解決⼒]―事例を通して課題を指摘できる能⼒、課題解決に向けた提案を積極的に提⽰できる。

 

 履修条件

全学部⽣受講可

 

 授業計画

集中講義
＊⽇程︓2020年1⽉11⽇、12⽇、13⽇の3⽇間

◆1⽉11⽇（⼟） 場所︓⽂系総合研究棟703教室
ヘルスツーリズムの基礎知識と市場概況について
観光施策、ニューツーリズムについて
ヘルスケア産業について
各種療法について
⾃治体におけるヘルスツーリズムの取組み事例（県外）
企業におけるヘルスツーリズムの取組み事例（県外）
企業におけるヘルスツーリズムの取組み事例（県内）
総括・グループワークオリエンテーション 

◆1⽉12⽇（⽇） 場所︓南城市全域
県内ヘルスツーリズム産業視察・体験・ヒアリング
グループワークセッション１現状と課題についての各グループワーク、発表

◆12⽉13⽇（⽉）場所︓南城市全域
ヘルスツーリズムビジネス論
ヘルスツーリズムの事業展開について
ヘルスツーリズムサービス品質論、ヘルスツーリズム認証について 
グループワークセッション２ヘルスツーリズムビジネス検討ワーク
グループワークセッション３ヘルスツーリズムビジネス検討ワーク
グループワークセッション４ヘルスツーリズムビジネス発表

 

 事前学習

当該分野に関連する知識、関連記事について事前に触れ、⾃⾝の意⾒を持っておく。
毎回の受講の結果、⾃⾝の意⾒がどう変化したかをまとめておく。

 

 事後学習

（授業を経ての振り返り）事前学習における当該分野に関連する知識、関連記事等・⾃⾝の意⾒との⽐較。
毎回の受講の結果、⾃⾝の意⾒がどう変化したかをまとめておく。

 

 教科書にかかわる情報

 

 教科書全体備考

指定せず。前回授業アナウンス指⽰に基づき講義を進める。

 

 参考書にかかわる情報
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 ページの先頭へ   

 

 参考書全体備考

毎回のテーマに合わせて紹介する

 

 使⽤⾔語

⽇本語

 

 メッセージ

 

 

 オフィスアワー

随時（E-mailか電話で予約をとってください）
内線8474 ⽂系総合研究棟601－1（ウェルネス＆ツーリズム研究分野室）

 

 メールアドレス

h069475@tm.u-ryukyu.ac.jp

 

 URL

http://health-tourism.tm.u-ryukyu.ac.jp/

 

閉じる
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アグリビジネス創出フェア２０１９ 報告書 

  

農林水産省主催のアグリビジネス創出フェア 2019は、全国の産学の機関が有する、 

農林水産・食品分野 などの最新の研究成果を展示やプレゼンテーションで分かりやす

く紹介し、研究機関間や研究機関と事業者との連携を促すマッチングイベントとして開

催された。 

 

【開催日】 令和元年 11月 20日（水）～ 22日（金） 10:00～17:00  

【場 所】 東京ビックサイト 西 4ホール 

【主 催】 農林水産省 

 

【ポスターセッション】 

出展者：工学部 工学科 教授 瀬名波出 

     『二酸化炭素の溶解・流れが与える海水での海藻養殖効果』 

※ショートプレゼン実施 

 

     農学部 亜熱帯農林環境科学科 教授 田場聡 

     『アワユキセンダングサを原料とした環境保全型の病害虫防除』 

     ※ショートプレゼン実施 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

琉球大学出展ブース 
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X2 p<0.05

X2 p<0.05

60
Agrios, 2005

IPM EBPM

Bidens pilosa var. radiata Scherff

Tukey ,  p< 0.05
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新技術説明会 報告書 

  

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）主催の新技術説明会は、全国の産学の機

関が有する、大学、高等専門学校、国立研究開発法人等の公的研究機関から生まれた

研究成果（特許）の実用化（技術移転）を目的に、新技術や産学連携に関心のある企

業関係者に向けた、特許の説明会として開催され、約200名の参加があった。 

 本学は、九州地区の教育機関と協力して 10件の発表を行った。 

 

【開催日】 令和元年 12月 3日（火） 9:55～14:55 

【場 所】 ＪＳＴ東京本部別館 1Ｆホール（東京・市ヶ谷） 

【主 催】 国立研究開発法人科学技術振興機構、鹿児島大学、佐賀大学、琉球大学、 

山口大学、都城工業高等専門学校、北九州市立大学、大分大学 

【後 援】 特許庁、 

      関東経済産業局、宮崎大学、鹿屋体育大学、鹿児島工業高等専門学校 

 

【発表者】 1.理学部 海洋自然科学科 化学系 助教 中川鉄水 

      『混ぜると水素！アンモニアボラン熱分解で高速・大量・高圧水素を得る』 

      名刺交換企業数：10社、個別面談企業数：3社 

 

    2.農学部 亜熱帯農林環境科学科 教授 田場聡 

      『雑草を利用した農業害虫の環境配慮型防除技術の開発』 

      名刺交換企業数：7社、個別面談企業数：2社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場の様子 
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発表を行う理学部 中川助教 

発表を行う農学部 田場教授 
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環境・エネルギー　新技術説明会
プログラム

2019 年 12月 3日（火）
 9:55～ 10:00 開会挨拶 大分大学　産学官連携推進機構　機構長　守山 正胤

10:00～ 10:25 ① 次世代二次電池としてのマグネシム‒硫黄電池の可能性に迫る …………… 3
山口大学　大学院創成科学研究科　化学系専攻　講師　山吹 一大

休憩（5分）

10:30～ 10:55 ② 石けんを主成分とした泥炭火災用消火剤……………………………………………… 9
北九州市立大学　国際環境工学部　環境生命工学科　教授　上江洲 一也
休憩（5分）

11:00～ 11:25 ③ バイオガス改質による水素‒一酸化炭素系燃料の製造 ………………………… 15
鹿児島大学　大学院理工学研究科　化学生命・化学工学専攻　
准教授　鮫島 宗一郎
休憩（5分）

11:30～ 11:55 ④ 混ぜると水素！アンモニアボラン熱分解で高速・大量・高圧水素
を得る ………………………………………………………………………………………………… 21
琉球大学　理学部　海洋自然科学科化学系　助教　中川 鉄水
休憩（5分）

12:00～ 12:25 ⑤ 洗浄液を飛散させない噴霧機構の開発 ………………………………………………… 27
都城工業高等専門学校　機械工学科　准教授　髙木 夏樹
休憩（5分）

12:30～ 12:55 ⑥ 二酸化炭素の水素還元による高品質輸送用液体燃料の合成 ………………… 33
北九州市立大学　国際環境工学部　エネルギー循環化学科　教授　黎 暁紅
休憩（5分）

13:00～ 13:25 ⑦ 簡便な酵素修飾によるバイオ発電技術 ………………………………………………… 39
佐賀大学　理工学部　機能物質化学科　冨永 昌人
休憩（5分）

13:30～ 13:55 ⑧ 雑草を利用した農業害虫の環境配慮型防除技術の開発 ………………………… 45
琉球大学　農学部　亜熱帯農林環境科学科　教授　田場 聡
休憩（5分）

1

④ 混ぜると水素！アンモニアボラン熱分解で高速・大量・高圧水素11:30～ 11:55 混
を得る ………………………………………………………………………………………………… 21
琉球大学　理学部　海洋自然科学科化学系　助教　中川 鉄水

⑧ 雑草を利用した農業害虫の環境配慮型防除技術の開発 13:30～ 13:55 ………………………… 45
琉球大学　農学部　亜熱帯農林環境科学科　教授　田場 聡
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環境・エネルギー　新技術説明会
プログラム

2019 年 12月 3日（火）
14:00～ 14:25 ⑨ 融点の異なる高分子材料を組合わせたハイブリッドロケット燃料 ……… 51

鹿児島大学　大学院理工学研究科　機械工学専攻　教授　片野田 洋
休憩（5分）

14:30～ 14:55 ⑩ 非真空プラズマ技術を応用した簡易な局所窒化処理法 ………………………… 57
大分大学　理工学部　創生工学科電気電子コース　准教授　市來 龍大

2
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令和元年12月9日以降 各室・部門の当面の活動予定（主要事項）について

※前回からの追記事項は赤字入力

組織名 主要事項

○目的別人材育成プログラムの開発・実施
　・地域企業（自治体）お題解決プログラム(後学期火５限）
　・IoTシステムセキュリティ実践講座（7/20（土）～2/15（土）全4回）
　・地域の子どもを支援するインクルーシブ教育推進人材の育成プログラム（10/6（日）～12/21（土）全15
回）
　・地域円卓マネジメント会議（10/26～2/2 全5回）
　・社会的インパクト投資基礎概論（12/25～12/28 全4回）
　・ファシリテーションの技法と地域振興（11/9～1/18 全5回）
　・キャリアデザインとジェンダーⅡ（10/3～1/30 全15回）
　・ソーシャルキャピタル構築講座（島マス記念塾 in 琉大）（11/30～2/8 全15回）

〇２０１９年度学長特別政策経費重点施策推進枠事業の遂行

〇琉球大学地域連携ＦＤ・ＳＤ 研修会（仮称）の検討

○地域協働プロジェクト推進事業の遂行

○与那国町及び伊江村とのICT実証実験の実施

○地域連携推進機構の機能強化に向けた体制整備についての検討
　（地域連携に関するワンストップ窓口機能の整理含む）

○交流人材バンク設置に向けた検討（機能，体制，規則等）

○包括連携協定締結に向けた検討・調整
　・大阪市港区　※調整中
　・沖縄県中小企業家同友会　※調整中

○宜野湾市議会とのパートナーシップ協定の検討・調整

○沖縄県「イノベーション創出人材育成事業」の遂行

〇沖縄県「沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業」の遂行

〇産学官金スタートアップ支援事業の遂行

〇琉球大学ブランド商品開発支援事業の遂行

〇九州・大学発ベンチャー振興シーズ育成資金の支援

〇２０１９年度学長特別政策経費重点施策推進枠事業の遂行

○地域創生副専攻の運営

○地域共創型学生プロジェクト「ちゅらプロ」（学内公募）の実施

○正課外地域実践プロジェクト（学内公募）の実施

○地域共創による地域志向実習（久米島、宮古島、石垣、うるま、南城、宜野湾、西原）

○「知のふるさと納税」（八重山9/17～9/18、久米島9/24～9/25）の報告書作成

〇地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）フォローアップに係る現地視察（12/13 13：00
～）

〇令和二年度公開講座・公開授業の募集（〆切：公開講座12/23、公開授業12/25）

地域連携企画室

産学官連携部門

生涯学習推進部門
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参考資料１

地域連携推進機構運営会議 委員名簿

（令和元年１１月１１日時点）

所属・職名 氏名 区分 備考

1
機構長

（理事・副学長（地域・社会連携担当）） 牛窪
うしくぼ

　潔
きよし

１号委員 議長

2
副機構長 兼 産学官連携部門長

（副学長・副理事（産学官連携担当）） 竹村
たけむら

　明洋
あきひろ

２号委員 議長代行

3
地域連携企画室長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

３号委員

4
生涯学習推進部門長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

４号委員

5 生涯学習推進部門　准教授 柴田
し ば た

　聡史
さ と し

５号委員 専任教員

6 地域連携企画室　特命准教授 小島
こ じ ま

　肇
はじめ

６号委員 特命教員

7 地域連携企画室　特命准教授 島袋
しまぶくろ

　亮道
あきみち

６号委員 特命教員

8 地域連携企画室　特命准教授 畑中
はたなか

　寛
ひろし

６号委員 特命教員

9
産学官連携部門　教授

（工学部　教授） 瀬名波
せ な は

　出
いずる

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

10
産学官連携部門　教授

（理学部　教授） 眞榮平
ま え ひ ら

　孝裕
たかひろ

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

11 総合企画戦略部長 新田
に っ た

　早苗
さ な え

９号委員

12 総合企画戦略部 地域連携推進課長 金城
きんじょう

　徹
とおる

１０号委員

13

14
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構規則

  平成２８年２月２３日 

制        定 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人琉球大学組織規則第１６条第２項の規定に基づき，国

立大学法人琉球大学地域連携推進機構(以下｢機構｣という。）の組織及び運営に関し必要

な事項を定める。 

（目的） 

第２条 機構は，国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）における地域連携，

産学官連携及び生涯学習推進に関わる戦略を全学的かつ一体的な観点から確立し，地域

社会における人材の育成，産業振興に貢献するとともに地域連携の諸活動を通して本法

人における教育研究活動の活性化を図ることを目的とする。 

（部門等） 

第３条 前条の目的を達成するため，機構に次の室，部門，系及びセンターを置く。 

(1) 地域連携企画室

(2) 産学官連携部門

ア 研究開発支援系

イ 知的財産系

ウ 起業支援系

(3) 生涯学習推進部門

ア 社会教育系

イ 地域志向教育系

２ 前項１号の地域連携企画室に交流人材センターを置く。 

３ 交流人材センターに関し必要な事項は，別に定める。 

 （業務） 

第４条 機構においては，次に掲げる業務を行う。 

(1) 地域連携企画室

ア 機構全体の統括，方向性に関すること。

イ 機構内の組織間の協働体制の構築に関すること。

ウ 機構とグローバル教育支援機構，研究推進機構及び学部・研究科等との協働体制の

構築に関すること。

エ 機構と産学官をはじめとする多様な組織との協働体制の構築に関すること。

オ 学内外への地域連携に係る広報戦略策定と実施に関すること。

カ 産学官民からの協力要請及び要望等に関する総合窓口に関すること。

(2) 産学官連携部門

ア 民間機関等との共同研究，受託研究その他研究開発の支援に関すること。

イ 民間機関等の技術者及び学生等への技術教育の実施及び援助に関すること。

ウ 知的財産の創生，内容評価，特許出願，管理及び活用に関すること。

エ 知的財産の契約及び係争に関すること。

オ 知的財産の補償，表彰及び啓発普及に関すること。

カ 知的財産の技術移転に関すること。

キ 知的財産及びノウハウを活用した大学発ベンチャーの起業支援に関すること。

ク その他産学官連携の推進に関すること。

参考資料２
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(3) 生涯学習推進部門

ア 生涯学習体系に資する教育・研究に関すること。

イ 公開講座及び公開授業の計画・実施の支援に関すること。

ウ 本法人が有する生涯学習に資する機能の開放に関すること。

エ 地域志向教育の推進に関すること。

オ 地域人材の育成に関すること。

カ 他の教育機関及び地域の生涯学習機関等との連携・協力に関すること。

キ その他生涯学習に関すること。

（組織） 

第５条 機構に，次の各号に掲げる職員を置く。 

(1) 機構長

(2) 副機構長

(3) 室長

(4) 部門長

(5) 専任教員

(6) 特命教員

(7) 併任教員

(8) コーディネーター

(9) その他の職員

（機構長) 

第６条 機構に，機構長を置き，地域連携を担当する理事をもって充てる。 

２ 機構長は，機構の業務を掌理し，統括する。 

（副機構長） 

第７条 副機構長は，機構長の職を補佐するとともに，機構長に事故があるとき又は欠け 

たときは，その職務を代行する。 

２ 副機構長は，本法人の副理事又は教員の中から機構長の推薦に基づき，学長が任命す

る。 

３ 副機構長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし欠員が生じた場合の後任者の任 

期は，前任者の残任期間とする。 

（室長） 

第８条 室長は，当該室の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 室長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 室長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，室長に欠員が生じた場合の後任 

者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（部門長） 

第９条 部門長は，当該部門の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 部門長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 部門長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，部門長に欠員が生じた場合の 

後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（地域連携推進会議） 

第１０条 機構の運営並びに全学の地域貢献及び地域連携等に関する事項を審議するた

め，地域連携推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 
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２ 推進会議に関し必要な事項は，別に定める。 

（地域連携推進協議会） 

第１１条 機構に対する評価・助言等を行うため，地域連携推進協議会を置く。 

２ 地域連携推進協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

（運営会議） 

第１２条 機構の運営に関わる基本方針の策定を行うため，地域連携推進機構運営会議（以 

下「運営会議」という。）を置く。 

（審議事項） 

第１３条 運営会議は，次に掲げる事項の基本方針の策定について審議する。 

 (1) 機構の管理運営に関すること。 

 (2) 機構の教員人事（教員選考に係る部分を除く。）に関すること。 

 (3) 機構の事業計画に関すること。 

 (4) その他機構に関すること。 

 （運営会議の組織）  

第１４条 運営会議は，次に掲げる委員で構成する。 

(1) 機構長 

(2) 副機構長 

(3) 室長 

(4) 部門長 

(5) 専任教員 

(6) 特命教員 

(7) 機構長が指名する併任教員 若干人  

(8) コーディネーター 

(9) 総合企画戦略部長 

(10)地域連携推進課長 

(11)その他機構長が必要と認めた者 

２ 前項第７号及び第１１号の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が

生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（議長） 

第１５条 運営会議に議長を置き，機構長をもって充てる。 

２ 議長は運営会議を招集し，主宰する。 

３ 議長に事故があるとき又は欠けたときは，副機構長がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１６条 運営会議は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 議決を要する事項については，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の 

決するところによる。 

３ 議長が必要と認めるときは，委員以外の者を運営会議に出席させ，意見を聴くこと 

ができる。 

 （専門委員会） 

第１７条 機構に専門的事項を審議するため，専門委員会を置くことができる。 
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（事務） 

第１８条 機構に関する事務は，総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 

（雑則） 

第１９条 この規則に定めるもののほか，機構の運営に関し必要な事項は，推進会議の承

認を得て機構長が別に定める。 

（改廃）  

第２０条  この規則の改廃は，推進会議の議を経て学長が行う。 

附 則 

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 琉球大学産学官連携推進規則（平成２０年４月２２日制定）は，廃止する。 

３ 琉球大学生涯学習教育研究センター規則（平成９年３月２５日制定）は，廃止する。 

４ 琉球大学地域貢献推進委員会規程（平成１４年６月２５日制定）は，廃止する。 

 附 則（平成３０年３月３０日） 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。
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参考資料２

（監事　※陪席）

嘉目　克彦

瀬名波　出 眞榮平　孝裕

（産学連携推進部門） （産学連携推進部門）

金城　徹 竹村　明洋

（地域連携推進課長）
（副機構長　兼
産学連携推進部門長）

新田　早苗 牛窪　潔

（総合企画戦略部長） （機構長）

柴田　聡史 背戸　博史

（生涯学習推進部門） （地域連携企画室長　兼
生涯学習推進部門長）

島袋　亮道 小島　肇

（地域連携企画室） （地域連携企画室）

畑中　寛 富永　千尋

（地域連携企画室） （研究企画室 特命教授）
※陪席

入　口

陪
　
席

令和元年度第１５回 地域連携推進機構運営会議 座席表

令和元年１２月９日（月） １０：００～１２：００

（本部管理棟２階 第二会議室）

陪
　
席
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